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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
医療情報化支援基金勘定財産目録

（令和8年3月31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 109,494,059

現 金 及 び 預 金 109,494,059

普 通 預 金 109,494,059

固 定 資 産 1,116,773

有 形 固 定 資 産 2,450

　建 物 付 属 設 備 1,851

　　減価償却累計額 △ 417

　工 具 器 具 備 品 1,874

　　減価償却累計額 △ 858

無 形 固 定 資 産 1,077,195

　ソ フ ト ウ エ ア 1,077,195

投資その他の資産 37,127

　退職給付引当資産 37,127

資 産 合 計 110,610,833



─ 3─

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 27,224,642

未 払 金 27,206,840

未 払 金 822,291

その他の未払金 26,384,548

未 払 費 用 2,132

預 り 金 1,359

賞 与 引 当 金 14,311

固 定 負 債 82,324,355

支 援 基 金 82,285,860

退 職 給 付 引 当 金 38,495

負 債 合 計 109,548,998

差 引 正 味 財 産 1,061,835
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
医療情報化支援基金勘定貸借対照表

（令和8年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ） 千円 （ 負 債 の 部 ） 千円

Ⅰ　 流 動 資 産 Ⅰ　 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 109,494,059 １　 未 払 金 27,206,840

流 動 資 産 合 計 109,494,059 ２ 未 払 費 用 2,132

３　 預 り 金 1,359

Ⅱ　 固 定 資 産 ４　 賞 与 引 当 金 14,311

１　  有形固定資産 流 動 負 債 合 計 27,224,642

　⑴　  建物付属設備 1,851

　 　 　　 減価償却累計額 △ 417 1,434 Ⅱ　 固 定 負 債

　 ⑵　 工具器具備品 1,874 １　 支 援 基 金 82,285,860

　 　 　　 減価償却累計額 △ 858 1,015 ２　 退職給付引当金 38,495

有形固定資産合計 2,450 固 定 負 債 合 計 82,324,355

２　 無形固定資産 負 債 合 計 109,548,998

　 ソ フ ト ウ エ ア 1,077,195

無形固定資産合計 1,077,195 （ 資 本 の 部 ）

３　 投資その他の資産 利 益 剰 余 金

　 退職給付引当資産 37,127 当 期 未 処 分 利 益 1,061,835

投資その他の資産合計 37,127 利 益 剰 余 金 合 計 1,061,835

資 本 合 計 1,061,835

固 定 資 産 合 計 1,116,773

資 産 合 計 110,610,833 負債・資本合計 110,610,833
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
医療情報化支援基金勘定損益計算書

自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 補 助 金 収 入 38,638,118
２　 支援基金からの受入・整備費 10,778,916
３　 支援基金からの受入・事務費 1,110,593
４　 返 還 金 収 入 36,707 50,564,334

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 支 援 基 金 へ の 繰 入 484,392
２　 給 与 手 当 114,864
３　 賞 与 24,130
４　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 14,311
５　 退 職 給 付 費 用 7,507
６　 法 定 福 利 費 23,443
７　 減 価 償 却 費 292,403
８　 システム整備費補助金等支出 20,232,491
９　 補 助 金 精 算 返 納 金 26,384,548
10　 そ の 他 の 業 務 費 用 3,446,258 51,024,349
　 業 務 損 失 460,014

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

 業 務 外 収 益

 　 受 取 利 息 451,928 451,928
　　 経 常 損 失 8,086

当 期 純 損 失 8,086
前 期 繰 越 利 益 1,069,921
当 期 未 処 分 利 益 1,061,835
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
医療情報化支援基金勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円

Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

補助金収入 38,638,118

その他の収入 36,707

人件費の支出 △ 176,074

その他の業務支出 △ 57,566,913

小 計 △ 19,068,162

利息の受取額 451,928

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 18,616,234

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △ 320,223

積立資産積立支出 △ 7,077

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 327,300

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 18,943,534

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 128,437,594

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 109,494,059
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 1,061,835,071

Ⅱ　 次 期 繰 越 利 益 1,061,835,071

令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
医療情報化支援基金勘定利益処分計算書

（令和8年6月29日）
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自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日

　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１． 固定資産の減価償却の方法

　⑴　有形固定資産

　⑵　 無形固定資産

２．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

３ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

４ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物付属設備　　　　15 年

　工具器具備品　　6〜 10 年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（支払基金利用分）については、

支払基金内における利用可能期間（5 年）に基づく定額

法によっております。

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11 年）による定額法により按分

した額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（11 年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

　手許現金、要求払預金及び取得日から 3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和8年3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 109,494,059 千円

現金及び現金同等物 109,494,059
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当支払基金は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度を採

用しております。

　　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 45,968 千円

　勤務費用 △ 8,628
　利息費用 △ 914

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 9,288
　退職給付の支払額 5,742
期末における退職給付債務 △ 59,058

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 23,166 千円

　期待運用収益 648

　事業主からの拠出額 1,327
　数理計算上の差異の当期発生額 12,227
　退職給付の支払額 △ 5,742
期末における年金資産 31,627

４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 23,053 千円

ロ．年金資産 31,627
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 36,004
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 27,431
ホ．未認識過去勤務費用 ─

ヘ．未認識数理計算上の差異 △ 11,064
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 38,495
チ．前払年金費用 ─

リ．退職給付引当金（ト─チ） △ 38,495
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５．退職給付に関連する損益

勤務費用 7,986 千円

利息費用 914

期待運用収益 △ 648

過去勤務費用の当期の費用処理額 ─

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 745

退職給付費用 7,507
　（注）企業年金基金に対する職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 59.7％
株　式 26.2％
その他 14.1％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.99％
長期期待運用収益率 2.8％
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
連結情報提供勘定財産目録

（令和8年3月31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 77,953

現 金 及 び 預 金 63,455

普 通 預 金 63,455

未 収 手 数 料 14,497

固 定 資 産 4,128

投 資 そ の 他 の 資 産 4,128

　 退職給付引当資産 4,128

資 産 合 計 82,081
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 75,368

未 払 金 70,700

未 払 金 64,101

その他の未払金 6,599

未 払 費 用 226

未 払 消 費 税 等 2,783

預 り 金 135

賞 与 引 当 金 1,523

固 定 負 債 4,248

退 職 給 付 引 当 金 4,248

負 債 合 計 79,617

差 引 正 味 財 産 2,464
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
連結情報提供勘定貸借対照表

（令和8年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

Ⅰ　 流 動 資 産  Ⅰ　 流 動 負 債

１　 現金及び預金 63,455 １　 未 払 金 70,700

２　 未 収 手 数 料 14,497 ２　 未 払 費 用 226

流 動 資 産 合 計 77,953 ３　 未払消費税等 2,783

４　 預 り 金 135

Ⅱ　 固 定 資 産 ５　 賞 与 引 当 金 1,523

 投資その他の資産 流 動 負 債 合 計 75,368

　  退職給付引当資産 4,128

投資その他の資産合計 4,128  Ⅱ　 固 定 負 債

固 定 資 産 合 計 4,128 退 職 給 付 引 当 金 4,248

固 定 負 債 合 計 4,248

負 債 合 計 79,617

（ 資 本 の 部 ）

 利 益 剰 余 金

当 期 未 処 分 利 益 2,464

利 益 剰 余 金 合 計 2,464

資 本 合 計 2,464

資 産 合 計 82,081 負債・資本合計 82,081
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
連結情報提供勘定損益計算書

自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 手 数 料 収 入 78,601
２　 補 助 金 収 入 6,599
３　 共同運営調整金収入 5,342 90,542

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 給 与 手 当 12,569
２　 賞 与 2,655
３　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,523
４　 退 職 給 付 費 用 1,052
５　 法 定 福 利 費 2,537
６　 保 守 料 55,415
７　 補 助 金 精 算 返 納 金 6,599
８　 そ の 他 の 業 務 費 用 6,113 88,466

　　 業 務 利 益 2,076
　　 

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

 業 務 外 収 益

　１　  受 取 利 息 74

　２　  雑 収 入 920 994

　　 経 常 利 益 3,070
　　 

当 期 純 利 益 3,070
前 期 繰 越 損 失 605

当 期 未 処 分 利 益 2,464
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
連結情報提供勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

手数料収入 75,700
補助金収入 6,599
共同運営調整金収入 5,342
その他の収入 920

人件費の支出 △ 18,920
その他の業務支出 △ 58,995

小 計 10,645

利息の受取額 74

業務活動によるキャッシュ・フロー 10,719

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

積立資産取崩収入 1,237
積立資産積立支出 △ 1,013

投資活動によるキャッシュ・フロー 224

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 10,943

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 52,511

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 63,455
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 2,464,927

Ⅱ　 次 期 繰 越 利 益 2,464,927

令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
連結情報提供勘定利益処分計算書

（令和8年6月29日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用

　処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11 年） による定額法により按分

した額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（11 年） による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理して

おります。

自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日
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期　　別

項　　目

当会計期間

２．収益及び費用の計上基準

３ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

４ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号

2020年3月31日）等を適用し、約束したサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　手数料収入

　手数料収入は保健医療等情報に係る医療保険被保険者

番号等の連結情報の提供に対する対価であり、当基金は

連結情報照会者（厚生労働省等）との契約に基づいて連

結情報の提供を行う履行義務を負っております。

　手数料収入は、連結情報の提供が完了した一時点にお

いて履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を

認識しています。

　手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　令和7年4月  1日
至　令和8年3月31日
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和8年3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 63,455 千円

現金及び現金同等物 63,455
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当支払基金は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度を採

用しております。

　　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 5,543 千円

　勤務費用 △ 1,176
　利息費用 △ 110

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 1,603
　退職給付の支払額 783

期末における退職給付債務 △ 7,651

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 2,793 千円

　期待運用収益 78

　事業主からの拠出額 223

　数理計算上の差異の当期発生額 1,784
　退職給付の支払額 △ 783

期末における年金資産 4,097

４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 2,986 千円

ロ．年金資産 4,097
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 4,664
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 3,553
ホ．未認識過去勤務費用 ─

ヘ．未認識数理計算上の差異 △ 694

ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 4,248
チ．前払年金費用 ─

リ．退職給付引当金（ト─チ） △ 4,248
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５．退職給付に関連する損益

勤務費用 1,068 千円

利息費用 110

期待運用収益 △ 78

過去勤務費用の当期の費用処理額 ─

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 47

退職給付費用 1,052
　（注）企業年金基金に対する職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 59.7％
株　式 26.2％
その他 14.1％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.99％
長期期待運用収益率 2.8％
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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書
キャッシュ・フロー計算書

令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計

電子処方箋管理勘定
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
電子処方箋管理勘定財産目録

（令和8年3月31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 1,901,068

現 金 及 び 預 金 1,865,838

普 通 預 金 1,865,838

未 収 負 担 金 35,229

固 定 資 産 1,566,835

有 形 固 定 資 産 877

　工 具 器 具 備 品 1,196

　　減価償却累計額 △ 318

無 形 固 定 資 産 1,499,821

　 ソ フ ト ウ エ ア 1,499,821

投資その他の資産 66,136

　 退職給付引当資産 20,456

　 別 途 積 立 資 産 45,307

　 前 払 年 金 費 用 371

資 産 合 計 3,467,904
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 1,859,915

未 払 金 1,830,302

未 払 金 1,308,784

その他の未払金 521,518

未 払 費 用 1,484

未 払 消 費 税 等 17,343

預 り 金 820

賞 与 引 当 金 9,965

固 定 負 債 23,380

退 職 給 付 引 当 金 23,380

負 債 合 計 1,883,296

差 引 正 味 財 産 1,584,608
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
電子処方箋管理勘定貸借対照表

（令和8年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

 Ⅰ　 流 動 資 産  Ⅰ　 流 動 負 債

 １　 現金及び預金 1,865,838 １　 未 払 金 1,830,302

 ２　 未 収 負 担 金 35,229 ２　 未 払 費 用 1,484

流 動 資 産 合 計 1,901,068 ３　 未払消費税等 17,343

４　  預 り 金 820

 Ⅱ　 固 定 資 産 ５　 賞 与 引 当 金 9,965

 １　有形固定資産 流 動 負 債 合 計 1,859,915

　 工 具 器 具 備 品 1,196

　　減価償却累計額 △ 318 877  Ⅱ　 固 定 負 債

　 有形固定資産合計 877 退 職 給 付 引 当 金 23,380

 ２　 無形固定資産 固 定 負 債 合 計 23,380

　 ソ フ ト ウ エ ア 1,499,821 負 債 合 計 1,883,296

　 無形固定資産合計 1,499,821

 ３　 投資その他の資産 （ 資 本 の 部 ）

　 ⑴　 退職給付引当資産 20,456  利 益 剰 余 金

　 ⑵　 別途積立資産 45,307 当 期 未 処 分 利 益 1,584,608

　 ⑶　 前払年金費用 371 利 益 剰 余 金 合 計 1,584,608

　 投資その他の資産合計 66,136 資 本 合 計 1,584,608

固 定 資 産 合 計 1,566,835

資 産 合 計 3,467,904 負債・資本合計 3,467,904
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
電子処方箋管理勘定損益計算書

自　令和7年4月 1日
至　令和8年3月31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 負 担 金 収 入 600,040
２　 保 管 手 数 料 収 入 4,236
３　 補 助 金 収 入 1,552,898 2,157,175

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 給 与 手 当 94,499
２　 賞 与 15,275
３　 賞 与 引 当 金 繰 入 額 9,965
４　 退 職 給 付 費 用 7,543
５　 法 定 福 利 費 18,279
６　 保 守 料 397,662
７　 委 託 費 149,781
８　 修 繕 費 91,808
９　 租 税 公 課 92,780
10　 減 価 償 却 費 273,216
11　 共同運営調整金支出 17,686
12　 補 助 金 精 算 返 納 金 521,518
13　 そ の 他 の 業 務 費 用 30,969 1,720,986

　　 業 務 利 益 436,188

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

 業 務 外 収 益

 受 取 利 息 3,130 3,130
　　 経 常 利 益 439,318
　　 

当 期 純 利 益 439,318
前 期 繰 越 利 益 1,145,289
当 期 未 処 分 利 益 1,584,608
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令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
電子処方箋管理勘定キャッシュ・フロー計算書

自　令和7年4月 1日
至　令和8年3月31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

負担金収入 596,425
保管手数料収入 4,236
補助金収入 1,552,898
人件費の支出 △ 140,928
その他の業務支出 △ 540,972

小 計 1,471,659

利息の受取額 3,130

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,474,789

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 796

無形固定資産の取得による支出 △ 263,080
積立資産取崩収入 34,851
積立資産積立支出 △ 52,923

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 281,947

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 1,192,842

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 672,996

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,865,838
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 1,584,608,132

Ⅱ　 次 期 繰 越 利 益 1,584,608,132

令和 7事業年度医療介護情報化等特別会計
電子処方箋管理勘定利益処分計算書

（令和8年6月29日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．固定資産の減価償却の方法 

　⑴　有形固定資産

　⑵　無形固定資産

２．引当金の計上基準

　⑴　賞与引当金

　⑵　退職給付引当金

　

　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　工具器具備品 4年

　定額法によっております。

　なお、ソフトウェア（支払基金利用分）については、

支払基金内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき当期に見合う分を計上しております。

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　 　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当

期末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

イ　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　 　過去勤務費用については、職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（11年）による定額法により按分し

た額を、発生時から費用処理しております。

　 　数理計算上の差異については、職員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（11年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理してお

ります。

自　令和7年4月 1日
至　令和8年3月31日
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期　　別

項　　目

当会計期間

３．収益及び費用の計上基準

４ ．キャッシュ･フロー計算書

における資金の範囲

５ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　　消費税等の会計処理

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号

2020年3月31日）等を適用し、約束したサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　負担金収入

　負担金収入は電子処方箋等の管理業務の対価であり、

当基金は保険者等との契約に基づいて電子処方箋等の管

理を行う履行義務を負っております。

　負担金収入は契約期間にわたって履行義務が充足され

ると判断し、当該期間に渡って収益を認識しています。

　手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　令和7年4月 1日
至　令和8年3月31日
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　注記事項
　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（令和8年3月31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,865,838 千円

現金及び現金同等物 1,865,838
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　（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　　当支払基金は、職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付型制度を採

用しております。

　　企業年金基金制度（積立型制度であります。）では、給与と加入期間に基づいた年金又

は一時金を支給します。

　　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与と勤務期間

に基づいた一時金を支給します。

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 △ 28,613 千円

　勤務費用 △ 8,553
　利息費用 △ 447

　数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,240
　退職給付の支払額 9,315
期末における退職給付債務 △ 31,539

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 11,331 千円

　期待運用収益 317

　事業主からの拠出額 1,688
　数理計算上の差異の当期発生額 6,641
　退職給付の支払額 △ 4,698
期末における年金資産 15,279

４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び資産の調

整表

イ．積立型制度の退職給付債務 △ 11,138 千円

ロ．年金資産 15,279
ハ．非積立型制度の退職給付債務 △ 20,401
ニ．未積立退職給付債務（イ＋ロ＋ハ） △ 16,259
ホ．未認識過去勤務費用 ─

ヘ．未認識数理計算上の差異 △ 6,748
ト．貸借対照表計上純額（ニ＋ホ＋ヘ） △ 23,008
チ．前払年金費用 371

リ．退職給付引当金（ト─チ） △ 23,380
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５．退職給付に関連する損益

勤務費用 7,737 千円

利息費用 447

期待運用収益 △ 317

過去勤務費用の当期の費用処理額 ─

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △ 323

退職給付費用 7,543
　（注）企業年金基金に対する職員拠出額を控除しております。

６．年金資産の主な内訳

債　券 59.7％
株　式 26.2％
その他 14.1％
合　計 100.0％

７．長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　 　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。

８．数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.99％
長期期待運用収益率 2.8％




